
声明　　　　　　参議院選挙で安倍改憲にとどめを！
―第25回参議院議員通常選挙にあたって―
第25回参議院議員通常選挙が、7月4日公示、21日投票で行われます。この度の参議院選挙は、13項目の政策で一致した市民と野党の共同、野党共闘対自民・公明・補完勢力との対決構図と、安倍9条改憲を許すのか、また、老後資金2000万円不足化、消費税10％増税、辺野古新基地建設の強行、大軍拡、社会保障費削減など、国民生活・地方自治破壊の安倍政治を許すのかとの争点が明確になっています。
第198回通常国会では、与党は何としても憲法審査会を動かし、隙あらば自民党の改憲案の提示を狙いました。しかし、2018年に続き、憲法審査会の勝手な開催を許さず、改憲案の提示、改憲論議を許しませんでした。3000万人署名運動をはじめとする「9条改憲ＮＯ！」の世論の広がりがこれを許さなかったのです。今、参議院選挙での勝利が安倍改憲を阻止する上で決定的に重要となっています。
安倍首相は9条改憲を進めるとともに、2019年度から始まった「新防衛大綱」「中期防」に示されたように、「専守防衛」の方針を投げて捨て、集団的自衛権の行使を認め、大軍拡をすすめ、「我が国が持てる力を総合する防衛態勢を構築する」と、「挙国一致」でアメリカとともに世界のどこででも「侵略戦争する国」づくりに邁進しています。そして、参議院選挙では「令和の日本がどのような国を目指すのか、その理想を語るものは憲法だ」「憲法の議論すらしない政党を選ぶのか、自分たちの考えを示し、議論を進める政党を選ぶのかを決めてもらう選挙だ」（6月20日）と、9条改憲を最大の争点と位置付けています。
これに呼応して、日本会議と一体の日本会議国会議員懇談会は、党派を超えた改憲促進の動きを進めるため、「全国の選挙区に、国民投票に向けた連絡会議の設立を促進する」方針を掲げ、地域からの改憲にむけた策動を強めています。
４野党・１会派と市民連合が合意した13項目の「共通政策」では、憲法９条改憲反対・改憲発議阻止を掲げ、安保法制廃止、共謀罪法など立憲主義に反する諸法律の廃止、辺野古の米軍新基地建設の中止、日米地位協定改定、「原発ゼロ」、消費税増税中止など、安倍政権に代わる政治を実現するための豊かな内容です。そして、1人区全ての統一候補者が決定。豊かな「共通政策」と候補者が揃いました。
この共同の力と平和を願う広範な世論を力に、改憲派を少数に追い込み、3分の2体制を崩し、安倍9条改憲を断念させ、安倍政権を退陣に追い込まねばなりません。
日本国民は、国民の宝であり、世界の宝・羅針盤である日本国憲法を施行以来72年間、幾多の改憲攻撃を跳ね返し、守り抜いてきました。「平和」と「幸福」を願う国民の団結力で、安倍首相が改憲を最大の争点と位置づける参議院選挙に勝利して、安倍9条改憲にとどめを刺し、日本国憲法を守り抜き、開花させようではありませんか。　　　　　　　　　　　　　
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